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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期
第１四半期
連結累計期間

第26期
第１四半期
連結累計期間

第25期

会計期間
自2019年４月１日
至2019年６月30日

自2020年４月１日
至2020年６月30日

自2019年４月１日
至2020年３月31日

売上高 （千円） 11,678,669 9,430,642 44,277,596

経常利益 （千円） 231,037 176,935 291,646

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 158,368 123,030 185,403

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 158,546 110,861 182,599

純資産額 （千円） 5,316,102 5,360,349 5,339,303

総資産額 （千円） 20,602,332 19,130,349 18,193,552

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 79.33 61.65 92.88

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 25.8 28.0 29.3

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、希薄化効果を有

しないため記載しておりません。なお、第26期第１四半期連結会計期間末時点でストック・オプションは失

効しております。

 

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

 

（海外セグメント）

　当第１四半期連結会計期間において、連結子会社であったShinden Singapore Pte. Ltd.は清算したため、同社を

連結の範囲から除外しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間における、わが国経済は、世界的な新型コロナウイルス感染症の拡大の影響によりイ

ンバウンド需要の減少、世界経済の下振れによる輸出の減少により、大幅な落ち込みになりました。さらに緊急事

態宣言の発令を受けた外出自粛や休業の影響により、個人の消費活動も大きく落ち込んだほか、企業も設備投資を

先送りする動きがみられ、同感染症流行前を下回る状態の長期化が懸念されます。

当社グループが属するエレクトロニクス業界につきましては、感染拡大防止策として世界各国で導入が進んだ在

宅勤務や巣籠り需要の増加など、ライフスタイルの変化による恩恵が期待される分野があり、国内における緊急事

態宣言の解除に伴うサプライチェーンに回復の兆しがあります。しかしながら、同感染症の収束時期は依然不透明

であり、世界的な景気の後退に起因する消費マインドの低下が、顧客の生産調整を誘引し、厳しい事業環境となっ

ております。

このような情勢の下、当社グループは、在宅勤務を行いつつ通常業務の維持に努め、第一に既存ビジネスの供給

責任を果たすことに注力しました。しかし、「収益構造改革」における優良中堅顧客や新規ビジネスの開拓、そし

て開発に時間を要する案件は、緊急事態宣言を受けた企業活動の制限で一時的に停滞しております。今後は、緊急

事態宣言の解除に伴う企業活動の再開に合わせ、感染拡大に十分留意しつつ加速化させてまいります。

　当第１四半期連結累計期間の経営成績は、「収益構造改革」の推進により売上総利益率は向上しておりますが、

好調であった前年同四半期に対し総じて厳しい状況となりました。その結果、売上高は、異物検出装置が前年並み

に推移しましたが、車載用機器や事務用機器向けのメモリ、液晶モジュールの減少が顕著となり94億30百万円（前

年同四半期比19.2％減）となりました。営業利益は、販売費及び一般管理費の節減に努めましたが、売上総利益の

減少により１億66百万円（前年同四半期比21.1％減）となりました。経常利益は、ドル金利の低下により営業外費

用の支払利息が圧縮されましたが、為替差益が前年同四半期に対して減少し１億76百万円（前年同四半期比23.4％

減）となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、関係会社清算益を計上し１億23百万円（前年同四半期

比22.3％減）となりました。

品目別では、液晶分野は、医療用機器向けの増加がありましたが、車載用機器やモニタ向けの液晶モジュールの

減少により、売上高35億71百万円（前年同四半期比27.9％減）となりました。半導体分野は、車載用機器や事務用

機器向けのメモリの減少により、売上高33億45百万円（前年同四半期比18.5％減）となりました。電子機器分野

は、異物検出装置がほぼ前年並みに推移したため、売上高11億14百万円（前年同四半期比2.0％減）となりまし

た。その他分野は、一部のバッテリビジネスに遅延が生じていることと、前年同四半期にあった一時的な設備機器

ビジネスの終了により、売上高13億98百万円（前年同四半期比5.5％減）となりました。

 

セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

（日本）

当第１四半期連結累計期間は、売上高88億82百万円（前年同四半期比14.5％減）となりましたが、販売費及び

一般管理費の節減によりセグメント利益は、１億84百万円（前年同四半期比59.3％増）となりました。

（海外）

当第１四半期連結累計期間は、ロックダウン等の強力な感染防止策が採られたこと等、顧客の生産活動の停滞

による減少のため、売上高５億47百万円（前年同四半期比57.6％減）となり、セグメント損失は、14百万円（前

年同四半期は14百万円のセグメント利益）となりました。

 

当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、総資産は191億30百万円（前連結会計年度末比5.1％増）、負債は

137億70百万円（前連結会計年度末比7.1％増）、純資産は53億60百万円（前連結会計年度末比0.4％増）となりま

した。
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(2）財政状態の分析

①　資産

　総資産は191億30百万円となり、前連結会計年度末に比べ９億36百万円(5.1％)増加しました。主な要因は、受

取手形及び売掛金が４億44百万円（6.1％）、その他の流動資産が１億70百万円（38.0％）減少しましたが、商

品が14億72百万円（35.5％）、現金及び預金が１億26百万円（2.2％）増加したことによるものであります。

 

②　負債

　負債は137億70百万円となり、前連結会計年度末に比べ９億15百万円(7.1％)増加しました。主な要因は、未払

法人税等が72百万円(60.5％)減少しましたが、有利子負債が５億84百万円(5.9％)、買掛金が３億92百万円

(17.1％)増加したことによるものであります。

 

③　純資産

　純資産は53億60百万円となり、前連結会計年度末に比べ21百万円(0.4％)増加しました。主な要因は、利益剰

余金が33百万円(1.2％)増加したことによるものであります。

 

④　経営指標

　流動比率は、短期借入金の増加等により、前連結会計年度末に比べ9.7ポイント減少し161.9％となりました。

自己資本比率は、有利子負債の増加等により、前連結会計年度末に比べ1.3ポイント減少し28.0％となりまし

た。有利子負債対純資産比率は2.0倍となり、前連結会計年度末とほぼ同水準となりました。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について

重要な変更はありません。

 

(6）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発費の総額は、２百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、新たな経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 6,400,000

計 6,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2020年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2020年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,110,200 2,110,200

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 2,110,200 2,110,200 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2020年４月１日～

2020年６月30日
－ 2,110,200 － 1,438,519 － 1,119,019

 

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2020年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

    2020年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 114,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,995,200 19,952 －

単元未満株式 普通株式 700 － －

発行済株式総数  2,110,200 － －

総株主の議決権  － 19,952 －

 

②【自己株式等】

    2020年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

シンデン・ハイテックス

株式会社

東京都中央区入船

３丁目７－２
114,300 － 114,300 5.42

計 － 114,300 － 114,300 5.42

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2020年４月１日から2020

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,892,175 6,019,157

受取手形及び売掛金 7,306,057 6,861,449

電子記録債権 122,326 97,331

商品 4,150,636 5,623,173

その他 448,998 278,566

貸倒引当金 △21,500 △20,345

流動資産合計 17,898,693 18,859,333

固定資産   

有形固定資産   

工具、器具及び備品（純額） 4,388 3,958

その他（純額） 10,269 12,491

有形固定資産合計 14,657 16,450

無形固定資産   

ソフトウエア 29,760 25,636

その他 1,311 1,311

無形固定資産合計 31,072 26,947

投資その他の資産   

差入保証金 169,272 167,180

その他 95,731 76,313

貸倒引当金 △15,876 △15,876

投資その他の資産合計 249,128 227,617

固定資産合計 294,858 271,015

資産合計 18,193,552 19,130,349

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,295,215 2,687,695

短期借入金 4,788,520 6,033,440

1年内返済予定の長期借入金 2,718,701 2,357,951

未払法人税等 119,785 47,368

賞与引当金 75,480 29,722

その他 434,045 491,673

流動負債合計 10,431,747 11,647,851

固定負債   

長期借入金 2,403,664 2,103,663

退職給付に係る負債 16,179 15,028

その他 2,657 3,456

固定負債合計 2,422,501 2,122,148

負債合計 12,854,248 13,770,000

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,438,519 1,438,519

資本剰余金 1,390,417 1,390,417

利益剰余金 2,671,879 2,705,094

自己株式 △173,131 △173,131

株主資本合計 5,327,685 5,360,900

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 2,732 △8,726

その他の包括利益累計額合計 2,732 △8,726

非支配株主持分 8,886 8,176

純資産合計 5,339,303 5,360,349

負債純資産合計 18,193,552 19,130,349
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

売上高 11,678,669 9,430,642

売上原価 10,960,241 8,812,754

売上総利益 718,427 617,887

販売費及び一般管理費 507,876 451,860

営業利益 210,550 166,027

営業外収益   

受取利息 83 72

仕入割引 95 －

為替差益 91,408 48,612

その他 366 750

営業外収益合計 91,954 49,435

営業外費用   

支払利息 65,372 32,214

債権売却損 5,965 6,312

その他 129 0

営業外費用合計 71,467 38,527

経常利益 231,037 176,935

特別利益   

関係会社清算益 － 3,644

特別利益合計 － 3,644

税金等調整前四半期純利益 231,037 180,579

法人税、住民税及び事業税 55,246 38,554

法人税等調整額 17,422 18,995

法人税等合計 72,669 57,549

四半期純利益 158,368 123,030

親会社株主に帰属する四半期純利益 158,368 123,030
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

四半期純利益 158,368 123,030

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 178 △12,168

その他の包括利益合計 178 △12,168

四半期包括利益 158,546 110,861

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 158,351 111,571

非支配株主に係る四半期包括利益 195 △709
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間において、Shinden Singapore Pte. Ltd.は清算したため、同社を連結の範囲から除

外しております。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 前第１四半期連結累計期間

（自　2019年４月１日

　　至　2019年６月30日）

当第１四半期連結累計期間

（自　2020年４月１日

　　至　2020年６月30日）

減価償却費 9,533千円 7,024千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年６月30日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月25日

定時株主総会
普通株式 89,838 45  2019年３月31日  2019年６月26日 利益剰余金

 

２.　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月23日

定時株主総会
普通株式 89,815 45  2020年３月31日  2020年６月24日 利益剰余金

 

２.　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年６月30日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
(注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 日本 海外 計

売上高      

外部顧客への売上高 10,388,459 1,290,210 11,678,669 － 11,678,669

セグメント間の内部売上高

又は振替高
911,150 175,450 1,086,601 △1,086,601 －

計 11,299,609 1,465,660 12,765,270 △1,086,601 11,678,669

セグメント利益 115,863 14,412 130,276 80,274 210,550

（注）１．セグメント利益の調整額は、未実現損益の消去等によるものであります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
(注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 日本 海外 計

売上高      

外部顧客への売上高 8,882,995 547,646 9,430,642 － 9,430,642

セグメント間の内部売上高

又は振替高
650,279 10,247 660,527 △660,527 －

計 9,533,275 557,894 10,091,169 △660,527 9,430,642

セグメント利益又は損失(△） 184,514 △14,026 170,488 △4,460 166,027

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額は、未実現損益の消去等によるものであります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 

前第１四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日

至　2019年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日

至　2020年６月30日）

（1）１株当たり四半期純利益 79円33銭 61円65銭

　 （算定上の基礎）   

　　 親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 158,368 123,030

　　 普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　　 普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（千円）
158,368 123,030

　　 普通株式の期中平均株式数（株） 1,996,340 1,995,607

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 － －

　 （算定上の基礎）   

　　 親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

　　 普通株式増加数（株） － －

　　 　（うち新株予約権（株）） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

－ －

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、希薄化効果を有しない

ため記載しておりません。なお、当第１四半期連結会計期間末時点でストック・オプションは失効してお

ります。
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（重要な後発事象）

 （譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分）

　当社は、2020年７月17日開催の取締役会において、当社の取締役（社外取締役を除く）及び従業員に対する譲

渡制限付株式報酬としての自己株式の処分を行うことについて下記のとおり決議いたしました。

 

１．処分の概要

（１）払込期日　　　　　　　　　　　　　2020年８月14日

（２）処分する株式の種類及び株式数　　　当社普通株式40,300株

（３）処分価額　　　　　　　　　　　　　１株につき1,304円

（４）処分価額の総額　　　　　　　　　　52,551,200円

（５）割当予定先　　　　　　　　　　　　当社取締役 ９名（※）　17,000株

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当社従業員109名　　　　23,300株

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※ 社外取締役を除く。

 

２．処分の目的及び理由

当社は、2020年５月22日開催の取締役会において、当社の取締役（社外取締役を除きます。以下同じ。）に対

して当社の中長期的な企業価値及び株主価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与すると共に、株主の皆

さまと一層の価値共有を進めることを目的として、当社の取締役を対象とする新たな報酬制度として、譲渡制限

付株式報酬制度（以下「本制度」といいます。）を導入することを決議し、また、2020年６月23日開催の第25回

定時株主総会において、①本制度に基づき、譲渡制限付株式の付与に係る現物出資財産として、既存の金銭報酬

枠とは別枠で、当社の取締役に対して年額40百万円以内の金銭報酬債権を支給すること、②譲渡制限期間を譲渡

制限付株式の交付日から当社の取締役その他当社取締役会で定める地位を退任又は退職する日（ただし、本割当

株式の交付の日の属する事業年度の経過後３月を経過するまでに退任又は退職する場合につき、当該事業年度経

過後６月以内で当社の取締役会が別途定めた日があるときは、当該日）までの期間とすること、並びに③(i)当社

の取締役会が定める役務提供期間の間、継続して、当社の取締役その他当社取締役会で定める地位を有するこ

と、及び(ii)当該役務提供期間満了前に当社の取締役その他当社取締役会で定める地位を退任又は退職した場合

には当社の取締役会が正当と認める理由があることを譲渡制限の解除条件とすることにつき、ご承認をいただい

ております。

その上で、当社の取締役９名に対し、本制度の目的、各対象取締役の職責の範囲その他諸般の事情を勘案し、

金銭報酬債権合計22,168,000円、ひいては当社の普通株式17,000株を付与することを決議いたしました。

また当社は、所定の要件を満たす当社の従業員に対し、当社グループの企業価値の持続的な向上を図るインセ

ンティブを付与すると共に、従業員の福利厚生の充実を図ることを目的として、当社の従業員109名（以下「対象

従業員」といいます。）に対して金銭債権合計30,383,200円、ひいては当社の普通株式23,300株を付与すること

を決議いたしました。これは、対象従業員１名につき、それぞれ当社の１単元の株式数である100株を下限とし

て、役職、人事評価等に応じて付与するものです。また、対象従業員の勤務意欲の向上にとって適切な期間とし

て、本割当株式の譲渡制限期間を約３年と設定いたしました。

対象従業員は、支給された金銭債権の全部を現物出資財産として給付し、当社が自己株式処分により割り当て

る普通株式を引き受けることとなります。

 

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年８月11日

シンデン・ハイテックス株式会社

取締役会　御中

 

東　陽　監　査　法　人

東京事務所

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 南泉　充秀

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 稲野辺　研

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシンデン・ハ

イテックス株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2020年４月

１日から2020年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、シンデン・ハイテックス株式会社及び連結子会社の2020年６月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

　ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

　される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 

 

 

 

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
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　められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

　当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

　いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

　において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

　注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

　いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

　企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

　成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

　財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

　信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

　査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

　監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）1．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

  告書提出会社）が別途保管しております。

2．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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